
一般事業主行動計画 

 

社員の働き方を見直し、男女ともに長く勤められる職場環境づくり、女性が活躍できる場

を広げるため、次のように行動計画を策定する。 

 

計画期間    令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 

 

内  容 

 

 目標１  男性の育児休業取得率を３０％以上とする。 

      （次世代育成支援対策推進法） 

＜取組内容＞ 

 ●令和７年 ４月～ 各職場における休業者の業務カバー体制の検討 

           （代替要員の確保、業務体制の見直しなど） 

 ●令和８年１０月～ 検討内容の周知・実施に向けた調整 

●令和９年 ４月～ 体制の実施 

 

 

 目標２  一般職員における各月平均の法定時間外労働時間数を１０時間未満とする。 

      （次世代育成支援対策推進法） 

＜取組内容＞ 

 ●令和７年 ４月～ 法定外労働の原因の分析 

 ●令和８年 ４月～ 対策方法の検討 

●令和９年 ４月～ 対応策の周知 

●令和９年１０月～ 対応策の実施 

 

 目標３  管理職（代理級以上）に占める女性職員の割合が３０％以上とする。 

      （女性活躍推進法） 

＜取組内容＞ 

 ●令和７年 ４月～ 割合が向上しない原因の分析 

 ●令和７年１０月～ 育成プラン・環境整備の検討 

●令和８年 ４月～ 対応策の周知・実施 

 


